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■ 研究会開催報告 ■ 
「対中競争時代における米国科学技術政策の現状と日米協力の展望」 

日  時：2021年 8月 12 日（木）15：00～16：30 

開催方法：WEBセミナー(Zoom利用) 
 

【講演概要】 

トランプ政権下における中国との貿易摩擦等の先鋭化、新興技術分野における中国の急激な伸長等を背景として、本

年１月に発足したバイデン政権においても、米国の科学技術政策は中国との競争を強く意識した政策が矢継ぎ早に打ち

出されている。 

バイデン政権下では、米大統領府科学技術政策局（OSTP）局長が史上初めて閣僚級として任命されたほか、AI、量

子、半導体、5G 通信、医療等の各分野の先端技術への投資戦略が策定された。また、米議会においても、本年 6 月に

は上院で超党派の包括的対中法案「米国イノベーション競争法」が可決されたほか、下院でも国立科学財団や米エネル

ギー省科学局の予算を大幅に増強するための法案が可決されている。 

本講演では、こうした米国科学技術政策を巡る国内情勢について解説するとともに、バイデン政権下における日米科

学技術協力今後の展望について概観した。 

 

【講師紹介】嶋崎 政一（しまさき せいいち）氏 

文部科学省研究開発局 研究開発戦略官 

（核燃料サイクル・廃止措置担当／元 在アメリカ合衆国日本国大使館 参事官） 

＜略歴＞ 

1999 年東京工業大学大学院総合理工学研究科.知能システム科学専攻修了。2006 年ジョ

ンズ・ホプキンズ大学高等国際問題研究大学院修了。1999年科学技術庁（現 文部科学省）

入庁、その後、2010年在米国大使館一等書記官、文部科学省素粒子・原子核研究推進室

長、会計課予算企画調整官、原子力課廃炉技術開発企画官、核不拡散科学技術推進室長、

放射性廃棄物企画室長を歴任。2018年 7月より、在アメリカ合衆国日本国大使館参事官

を務める。 

現在、文部科学省研究開発局 研究開発戦略官（核燃料サイクル・廃止措置担当） 

専門は、情報システム工学、学習理論、統計力学 
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1.講演録 

 
【開会】 
 
（司会） 

本日の研究会は、現在、文部科学省研究開発局研

究開発戦略官核燃料サイクル廃止措置担当で、7 月

までは在アメリカ合衆国日本国大使館参事官を勤め

ていらっしゃった嶋崎誠一さんにご登壇をいただき

ます。タイトルは「対中競争時代における米国科学

技術政策の現状と日米協力の展望」となっておりま

す。 
嶋崎さんは 1999 年東京工業大学大学院総合理工

学研究科知能システム科学専攻を修了されました。

2006 年にはジョンズ・ホプキンズ大学高等国際問題

研究大学院を修了されました。1999 年に旧科学技術

庁、現在の文部科学省に入庁され、その後 2010 年

在アメリカ合衆国大使館一等書記官、文部科学省素

粒子原子核研究推進室長、文部科学省会計課予算企

画調整官、原子力課廃炉技術開発企画官、核不拡散

科学技術推進室長、放射性廃棄物企画室長を歴任さ

れております。2018 年 7 月より在アメリカ合衆国日

本国大使館参事官を務められ、この 7 月で離任され

ました。現在、文部科学省において研究開発戦略官

を勤められております。専門は情報システム工学、

学習理論、そして統計力学とのことです。 
それでは、嶋崎さん、よろしくお願い致します。 

 
（嶋崎 氏） 
ただ今ご紹介にあずかりました文部科学省の嶋崎

でございます。 
2018 年から 2021 年７月末までアメリカの日本大

使館で科学参事官を勤めていました。そこで米国の

科学技術政策がダイナミックに動く様をみることが

でき、そこで感じたことを中心に対中競争時代にお

ける米国科学技術政策の現状と日米協力の展望とい

うタイトルで少し話をさせて頂ければと思います。

どうぞよろしくお願い致します。 
今日、私が話をしたいことは大きく 2 つである。

１つはアメリカの今の科学技術政策において、いわ

ゆる広義の安全保障上の意義が大変高まっていると

いうこと、もう１つはその中で日米科学技術協力と

いうことの戦略的重要性が高まっているというこ

と、この２点を強く感じたことである。 
この 1 月に発足したバイデン政権だが、発足して

からどのようなことが起こってきたか。トランプ政

権の時にも色々あったが、まずその部分についての

背景情報、科学技術政策を取り巻く状況でどのよう

なことが起こってきたか。それに対してバイデン政

権としてどのようなことを打ち出してきたか。米国

の政策を議論するときにこの政権と議会のインタラ

クションというものがすごく重要になってくるが、

米議会がどのようなアクションをとっているのか。

そして今後の議論がどのように進むのかという中

で、日米協力をどう進めていくべきか、という筋道

で話をさせていただく。 
本日の資料は基本的にはホームページ等の公開資

料を基に作成しているが、内容等に誤りがあった場

合には、責任は全て私にあるので、ご了承いただき

たい。また、今日の発表の内容はすべて私個人の考

えであり、大使館や文部科学省の考えを反映したも

のではないので、その点についてもご了承いただき

たい。 
 
【米国科学技術政策を取り巻く状況】 
ニッチなところから入るが、今年の３月１日に AI

に関する国家安全保障委員会が最終報告書を出し

た。これは AI についてどのような戦略をとるべきか

ということに対して米議会が指示を出して設置した

委員会である。その中で、もちろん AI について研究

開発投資をしっかりするべき、国内の製造基盤を整

備するべきということもあるが、私がすごく大事だ

と思うのは、人材育成をしっかりしないといけない

ということと、研究開発投資を大幅に増加するべき

であるということである。そして、同盟国およびパ

ートナー国としっかり協調し、いわゆる権威主義的

な国家からの影響や悪意ある技術盗取の脅威から民

主的な社会を守るために注力すべきであるとしてい

ることである。この委員会は、AI についてのタスク

を受けた委員会であったが、AI 以外にも事実的な国

家競争力を支えるための技術について大胆な行動を

取るべきということで、量子やバイオ、５G、自立

型システム等についても言及している。 
この AI の委員会の報告書は、アメリカの現状をよ

くまとめているものだと個人的には感じている。そ

のなかの 1 つだが、基本認識として AI、量子、バイ

オ技術等のエマージングテクノロジーで主導権を握

るということが将来の覇権を握るということであろ

うという認識である。中国等の振興分野に力を入れ

ている国に比べて、米国の投資は不十分であるとい

う認識が米国の有識者の中ではコンセンサスになっ

ていると感じている。イノベーションエコシステム

の抜本的な強化がなければ中国に後塵を拝する。そ

ういう意味では研究セキュリティ、インテグリティ

の強化という話も一方では盛んに行われているが、

それだけでは競争には勝てない。そのためにやはり

投資拡大という柱と、もう１つは価値観を共有する 
like minded countries と言われる同志国との連携

が大事になってくるという認識があらゆる方の中で

コンセンサスになっているのではないかと思う。 



        アジア・太平洋総合研究センター（APRC） 第 3 回研究会 詳報 ＜2021.9＞ 

 

 3 

その中で、これから説明する政権の方策と議会の

方策とでそれぞれあるが、５つに集約されるのでは

ないかと思う。１つ目は研究開発投資の大幅な増

強。これは特に基礎研究分野を中心にして、具体的

には NSF の予算の倍増等である。２つ目は人材育

成。特に STEM 教育の拡充ということについても盛

んに謳われている。３つ目は鍵となるサプライチェ

ーンの確保。特に半導体の国内拠点である。今、ア

メリカの国内にはすでに存在しないが、歯を食いし

ばってでも国内拠点をしっかり整備する、という提

言を受けて政権としても同じような方針を出した。

そして４つ目は基礎研究について注視するのみなら

ず、そういった基礎研究から市場化につなげていく

こと。これは我が国においても長年の政策課題では

あるが、技術移転のエコシステムも急激に整備をす

べしということである。最後に５つ目はアメリカ一

国でやるということではなく、同志国との国際協力

を進める。このような方策が今の米国を取り巻く大

きな共通認識になっているのではないかと思う。 
科学技術イノベーションというのはアメリカの政

策の中でも、これまでも重要な位置づけだったと言

えるが、この外交・国防・経済安全保障等といった

中の 1 つとして捉えられてきた科学技術イノベーシ

ョンが、あらゆる分野の各政策の根本的土台として

の重要性が増してきていると感じている。 
 
【バイデン政権の打ち出し】 

政権発足時すぐにバイデン大統領が行ったこと

は、大統領府の科学技術政策局 （OSTP）のランダ

ー局長の指名発表を行った。特徴的なことがいくつ

かあるが、初めて閣僚のメンバーとしてこの OSTP
局長が指名されたということ。また、国家安全保障

会議（NSC）の正式メンバーにも米政権の政策史上

初めて登録をされたということがある。ランダー局

長についていろいろなことがあり、上院での承認に

は少し時間を要してしまうということがあったが、6
月上旬に承認された後、無事に就任をしており、米

政権としてはこの OSTP という科学技術政策のとり

まとめ部局を非常に重要視しているということがみ

てとれる。特にバイデン大統領はランダー氏を指名

する際に、5 つの課題ついて助言を行うよう指示を

している。その中でも、中国との競争というコンテ

キストを明示した上で、イノベーションにおいてい

かに世界のリーダーであり続けるかということにつ

いてしっかり議論するようにと指示している。こう

いった他国との競争に打ち勝つという観点を明示的

に大統領が OSTP に対して指示をするというのも

今の状況を表した内容ではないかと考えている。 
例えば大統領科学技術政策諮問会議（PCAST）は

外部有識者の大統領諮問会議の位置づけだが、これ

もバイデン政権が科学技術を非常に意思決定の中で

重視するということを表していると思う。 
この後も政権の打ち出しとして、特徴的なものに

ついて少し説明をしたい。暫定の国家安全保障指針

というのが 3 月 3 日に出されているが、ここの中で

も科学技術関連投資を倍増していくこと、STEM 教

育の投資をしっかりやっていくこと、あるいはデジ

タルインフラ、新興技術に関する基準の整備、とい

ったことがナショナルセキュリティーガイドライン

の中で明示されている。バイデン大統領はコロナ対

応ということで人前での記者会見にあまり対応しな

いと言われているが、3 月 26 日に就任後、久しぶり

に記者会見を行った時には、研究・科学投資につい

て現在の GDP 比 0.7％レベルから 1960 年代の水準

である 2％レベルに倍増をしていく。いつまでにと

いう言及はなかったが、連邦政府研究開発予算が約

1600 億ドル程度ということなので、これをどこかの

段階で 4500 億ドル以上に倍増にしていくというこ

とについて、この記者会見の中で明示的に発言され

たということである。また具体的には癌、アルツハ

イマー等の医療研究や AI、量子コンピュータ、バイ

オ技術など将来の産業への投資ということについて

の発言に加え、同じ記者会見のなかでも中国は我々

よりも多額の投資をしている、未来は技術や量子コ

ンピュータの覇権次第で決まるというニュアンスの

発言をされている。中国などを含む競争の文脈で科

学技術投資をしっかり倍増していくという発言をさ

れた。 
コロナ対策を含め、バイデン政権としては大きく

わけると 3 つの計画を打ち出している。１番目はコ

ロナ対策による米国救済計画である。2 つ目は米国

の雇用をしっかり確保していくという内容のアメリ

カンジョブズプランといわれる米国雇用計画。今、

最新の米国の家族計画であるアメリカのファミリー

プランを打ち出している。その中で科学技術関連の

投資倍増、増強が一番明確に盛り込まれているの

が、この 2 つ目に打ち出された米国雇用計画という

ことになる。これも報道等でよく出てくる内容では

あり、8 年間の計画で研究開発に対しては 1800 億ド

ル、特に重要技術分野への投資である。国立科学技

術財団（NSF） という、日本の日本学術振興会

（JSPS）と科学技術振興機構（JST）の間で、どち

らかというと JSPS よりのファンディングエージェ

ンシーに 500 億ドル。また、米国の研究機関の研究

基盤の改善に 400 億ドル。また、雇用創出に結びつ

く研究開発への資金援助に 300 億ドル。この他、気

候変動に 350 億ドルなど、多額の支出計画を打ち出

している。また、国内製造業に関しても 4000 億ド

ルの投資で、サプライチェーンのトップである半導

体も含めた大胆な支出増強計画を打ち出している。
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これは、政権として大きく打ち出した計画であり、

それがどのように議会で取り扱われるかというの

は、後ほど改めて説明したいと思うが、具体的なこ

のような打ち出しを踏まえて、米会計年度の 2022
年度予算教書でみていくと、研究開発に係る機関に

ついては大きな予算増が盛り込まれている。特に米

国立衛生研究所（NIH）については、保健高等研究

計画局（ARPA-H)という保健分野に特化した新しい

研究開発のファンディングを行う部局の 65 億ドルを

含む 90 億ドル増の 510 億ドル。エネルギー省につ

いては、特にクリーンエネルギー技術イノベーショ

ンに 80 億ドルの大幅投資を行い、気候高等研究計画

局（ARPA-C）にエネルギー高等研究計画局

（ARPA-E）と合わせて 10 億ドル増強する要求であ

る。米国立科学財団（NSF）についても 20％増。米

国立標準技術研究所（NIST）も 44.5％増である。

全般の科学技術に関しては大きな予算増で予算要求

がされた。これらのトレンドをみていくと、先ほど

の米国雇用計画で謳われている内容を一部予算へ反

映したものでもあるし、基礎研究や基盤研究のみな

らず半導体を含む製造イノベーション拠点の強化に

ついても、商務省の中に大きな新規の予算が含まれ

ている。科学技術投資がこういった形で予算の中に

も反映されているという状況がある。 
 
【米議会のアクション】 

米議会の動きに関しては、まず、エンドレスフロ

ンティア法案について触れておきたい。NSF のスロ

ーガンであるエンドレスフロンティアに関した法案

である。前回の会期にも出されていたが成立しなか

った。上院院内総務のシューマー（民・ニューヨー

ク）が、超党派の議員とともに本年４月に再提出し

ている。その当時に何が起こったかというと、エン

ドレスフロンティア法案が超党派で提出され、その

ときには掛け声としては、中国やその他の国との競

争に打ち勝つためには、科学技術イノベーション投

資を拡大しなければならないということでシューマ

ーが打ち上げた。それに対してホワイトハウスの反

応としては、同日、サキ報道官からホワイトハウス

として同法案を支持するという旨の声明があった。

当初の中身については、NSF に技術・イノベーショ

ン局という技術移転を担うような部署を設置して、

この重要振興技術分野に 5 年間で 1 千億ドルを配分

する。そこではプログラムマネージャーの配置な

ど、国防高等研究計画局（DARPA）に類似した権限

を付与する。STEM 人材教育の強化のほか、米国の

同盟国、パートナーや国際機関と協力して、半導体

を含めたサプライチェーンの強化も含めて盛り込ま

れている。見ていただくと分かる通り、冒頭に申し

上げた AI に関する安全保障委員会の提言など、アメ

リカンジョブズプランによりバイデン政権が打ち出

した内容と非常にシンクロしている内容であると言

えるのではないかと思う。 
これが議会でどのように扱われていくかとことに

ついては、大変複雑なプロセスを踏むということか

ら、最近いろいろな人に聞いて分かってきたかどう

かという感じである。上院では先ほどのエンドレス

フロンティア法案が提出されたが、その他に対中国

を何とかしないといけないということについて２年

くらい前から上院を中心に議論が行われている。上

院ではエンドレスフロンティア法案とともに、にス

トラテジックコンペティション法案（外交委員会）

を中心にしている対中国法案。あとはミーティン

グ・ザ・チャイナチャレンジ法案などのいろいろな

関連法案をまとめて大型の対中国法案にして取りま

とめるという動きになっている。それが 1 つの形と

してまとまったのが、米国イノベーション競争法案

というものであり、科学技術だけではないが、2500
億ドルの支出提案を含む大型の対中国法案として取

りまとめられ、上院において本年 6 月上旬に可決さ

れた。その中心は先ほど申し上げたエンドレスフロ

ンティア法案であり、NSF に新しいイノベーション

局を設置して 5 年間（2022～2026 年）で 290 億ド

ルを措置し、商務省に対しては地域技術ハブを創設

するため、５年間（2022～2026 年）で 100 億ドル

を措置する。ちょっと面白いのが、措置と言ってい

るが、この法案でお金をつけるといっても、手元に

お金があるというわけではなく、お金をつけてもい

いよという認可を与えるということであり、実際の

お金は、それぞれの歳出委員会で予算措置をする必

要があり、権限を与えるという授権法という種類の

ものである。実はこの米国イノベーション競争法案

には、緊急歳出が一部含まれている。それは、その

年の初めに授権法として通った半導体製造強化のた

めの法案を受けており、そのための一部の予算の歳

出を認めるという内容が含まれている。このため大

型対中法案の中で科学技術に関する部分をみていく

と、中核となるエンドレスフロンティア法案につい

ては大型の基礎研究やその技術移転の予算措置を認

め、RISE（Research Investment to spark the 
Economy）Act と呼ばれる経済活性化のための研究

開発のインベストメントということから COVID－

19 により影響を受けた大学機関等に対して支援を行

うなどの大型の歳出を認め、また、実際の半導体製

造教化等に付いたお金の措置をすることも含めると

いう内容で、上院において本年 6 月に可決された。 
これに対して下院はどのようにやるのかという

と、日本の制度とはかなり違い、上院の法案をその

まま下院で議論するというケースもなくはないが、

下院のリアクションは、まずは未来のための NSF 法
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案ともう１つは DOE 科学局法案であり、本年 6 月

28 日にそれぞれ可決された。これらの 2 つの法案の

内容は、構造としては大変似通ったものである。

NSF 法案は、NSF に科学工学ソリューション局を

創設し、この新しい局に、科学による研究成果の転

換を促すというものである。また、この新部局に対

しては 2026 年度までには 34 億ドルまで増やしてい

くとともに、新しい部局だけではなく、NSF の既存

予算についても、現在は 85 億ドルぐらいだが、これ

を 5 年間かけて 179 億ドルに倍増していくという内

容である。DOE 科学局法案の方だが、これもエンド

レスフロンティア法案について議論したときに、一

番初めは NSF の話だけであったが、DOE 科学局が

要する 17 の国立研究所もアメリカのイノベーション

を推進する意味で欠かせない機関ではないかという

ことから、上院の法案の中にも DOE の強化という

ものが含まれているが、下院の方ではさらに大きく

DOE 科学局の予算額を増やしている。 
実は、この他にも色々な法案が出されている。

2021 年科学技術戦略法案というのはそのうちの 1 つ

であり、ランダー局長が率いる OSTP 及び NSTC に

対し、包括的な国家科学技術戦略を 4 年毎に更新を

し、その戦略について議会に対して年次報告を義務

付けるというものができている。この他にも小委員

会レベルでは、先ほどの標準技術研究所（NIST）に

ついても、それぞれの分野でインベストメントを評

価するべしという議論が平行して行われている。特

に、科学技術戦略法案については、個別の法案とし

て提案されているが、これが単独で最終的に可決さ

れるということはアメリカの議会ではなかなかな

い。必ず通る法案というものがあるので、そういう

ものの中の一部に潜り込ませるというやり方もよく

ある。コンサルから聞いた数字なので確認はできて

いないが、一部の統計だと米国議会で提案される法

案のうち実際に大統領が署名をして法律化されるも

のは 5%ぐらいしかではないかという数字もある。 
現在まで、投資の拡大、特に中国を意識してとい

う流れで、上院と下院での動きについて少し話をし

たが、具体的にどういう違いがあるのかということ

を簡単にまとめると次のような感じになる。上院に

ついては、幅広い超党派の支持があり、特にこれま

での議論を踏まえて中国との競争に打ち勝つための

方策を強く意識した内容になっている。また包括的

かつ網羅的な対中国法案として取りまとめている。

下院と比べて NSF に対して大きな予算措置を提案し

ているが、DOE 科学局に対しては実は下院のほうが

大きい。特に象徴的なのは研究セキュリティの強化

ということが上院の法案の中には含まれていて、特

に中国の千人計画を意識したものになるが、外国の

人材育成プログラムの禁止が盛り込まれている。下

院も今は法案によっては超党派の支持がないものも

存在していて、米国の競争力強化というものを強く

意識した断片的な複数の個別法案がいくつも今まで

出されてきているという状況になっている。中身と

しては気候変動や環境など民主党のアジェンダと合

致する内容が多い。上院と比べて先ほどの DOE の

科学局に関しては逆転があるが、予算規模的にはモ

デレートな内容である。 
 そこで、上院で法案が出されて、下院で法案が出

されて、これからどうなっていくのかということに

ついて、少し話をしようと思う。その前に上院と下

院の違いの 1 つとして指摘をさせて頂いた研究セキ

ュリティに関する情報について紹介させていただ

く。上院のパッケージ法案の中には、次のような内

容が含まれている。一言で言えば外国の人材登用プ

ログラムを禁止する指針を OSTP が作成せよという

ことが書かれている。中身は、結構激しい内容にな

っており、１つ目は、連邦政府職員等は外国の人材

登用プログラムへの参加をしてはいけないというこ

とであり、これについては DOE も NSF も対象とな

っている。NIH などのファンディングエージェンシ

ーとしての機能を持った機関については、ここまで

の方針は出ていない。バイデン大統領になってから

の大統領令の中で、政府機関の職員自体は自らが外

国のプログラムに参加しないようにということが方

針としては出されているので、この点は政権の方針

とある程度平仄があっているのかと思う。２つ目は

連邦政府から出す補助金については、主任研究員を

はじめとして参画者の誰かが、中国、北朝鮮、ロシ

アとイランにおける人材登用プログラムに参加して

いる場合は、その交付を禁じる。また、実施可能な

限りと断ってはいるが、補助金を受け取る機関にお

いて、当該補助金を先ほどの 4 か国の人材登用プロ

グラムに参画した個人に配分することを禁じる。と

いう内容を含んだ指針・ガイドラインを OSTP 局が

しっかりと制定し、それを皆が遵守するようにとい

ったことが今の法案の中に書かれている。この他に

も、上院の対中国法案の中には、外国組織から高等

教育への寄付及び契約に関して審査をするという観

点から、対米外国投資委員会（CFIUS）に対して、

審査の権限を拡大するということも言及されてい

る。下院の案では、このような条項が含まれていな

いが、今後のプロセスの中において、上院が提案し

ている研究セキュリティ関連法案について、上院と

下院の両院での最終的な合意案というものが得られ

ないのではないかという見込みがある。そういう意

味では、いま提案された文言がそのまま残るかどう

か分からないが、一定程度の研究セキュリティの強

化に関することが今後の議論の中にも残ると考えて

いる。 
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2 つの法案の今後については、基本的には下院の

方もパッケージでまとめていくだろうというように

言われていて、上院と下院のそれぞれでまとまった

パッケージ法案を突き合わせて両院協議会を開い

て、その中で合意していく成案を得ていくというよ

うに言われている。 
その一方で、これも昨日、一昨日と報道がなされ

た報道上の情報なので正確性に欠ける部分もあるか

と思うが、直近で議論されているのがインフラ投資

法案というものである。これは何かというと、先ほ

ど説明したバイデン政権の米雇用計画、これには支

出全体としては 2 兆１500 億ドルぐらいの支出計画

が含まれている。政権としての提案だが、これを受

けて実際にお金を付けるプロセスとして議会がどう

受け止めるかということで議論がなされている。2
日前に、この 1 兆ドル程度の規模の超党派のインフ

ラ投資法案（5～8 年）が上院で可決されたという報

道があった。そのすぐ直後に米上院は 3.5 兆ドルの

歳出計画を認める予算決議を可決したという報道が

あった。コロナ対策の米国救済計画においては、当

初バイデン政権が提案した内容がほぼ同じように凝

縮され、最終的な提案は議会として合意され、法制

化され、お金が配られている。今、ご紹介したのは

米雇用計画に対して、議会にどのようなアクション

が起こるかということであり、超党派のインフラ投

資法案の上院での可決と、3.5 兆円の歳出計画に関

する予算決議という２つのアクションである。一方

で、雇用や家族計画についてもバイデン政権は打ち

上げており、それに対しても議会の今後の案はこれ

からだと言われている。私の理解している範囲で解

説をすると、本年 8 月 10 日になされたのは上院で

のインフラ投資計画が超党派で合意がされたもので

ある。バイデン大統領の大きな政策目標について

は、「自分は超党派をまとめた議論ができるんだ」、

ということを標榜して、大統領になった経緯があ

る。上院は共和党が 50 人、民主党系が 50 人であ

り、50 対 50 の場合だとハリス副大統領の一票が入

って、51 対 50 となりいわゆるそのシンプルマジョ

リティが得られる。過半数で決議できるものであれ

ば民主党が決議を得ることができるが、多くの懸案

事項は 3 分の２、つまり 60 人の賛成が必要だと言

われている。そういう意味では、超党派での共和党

からの賛成を得られないと民主党としては可決に至

らない。これが上院の状況であり、唯一シンプルマ

ジョリティの過半数で決議が行われる内容というも

のは、代表的なものとしては、人事の承認であり、

その他、予算の歳出、予算の枠組みに関する変更、

提案などの予算決議などについても過半数で決議が

できる。ただ超党派のインフラ法案はそういうもの

ではないので、裏の 60 人以上の賛成を得てバイデン

大統領としてはまとめたということだったが、だい

たい 1 兆ドル規模と言われているが、当初の米国雇

用計画で打ち上げた内容からするとかなりモデレー

トに共和党に譲歩した内容だと言われている。 
これに対してバイデン大統領の当選に大きく貢献

した民主党のプログレッシブは、超党派でまとまっ

た法案については大変不満に思っている。予算決議

であれば 50 人の賛同で法案が通るので、そのフレー

ムを使って、米国上院で 3.5 兆ドルの歳出枠組みを

上院としては可決するとなっている。何かというと

下院でインフラ投資法案について議論をしていかな

いといけない。予算決議をしっかり通すことができ

ないと、下院で民主党の人たちが超党派の法案につ

いて最終的には協力をしないというように言われて

いて、いわばこの予算決議を踏まえた大きな 3.5 兆

ドルの枠組みの議論をしないと超党派のインフラ法

案も認めないという話が共和党からではなく民主党

から出ている。こういう構造だろうという話を聞い

ている。今後、下院での議論を踏まえるわけだが、

超党派についても下院でもマジョリティ以上の賛成

がないと成立をしない。3.5 兆ドルの歳出枠組みの

議論をしているだけなので、予算決議が決まればこ

れに応じた歳出計画がさらに提案され、それについ

て上下院で議論していく。ただ超党派のインフラ投

資法案と違うのは、予算決議を踏まえた歳出計画に

ついては、民主党としては 50 人の賛成をとれば、共

和党の協力無しでも最終的には通すことができると

いう構造になっている。かなり複雑な話である。う

まくいけば、1.2 兆ドルの超党派インフラ投資法案

プラス 3.5 兆ドルの歳出が成立する可能性もある。 
  

 
 
【今後の議論の行方】 
対中国のパッケージ法案についても、上下院にお

ける両院協議会を経て統一法案に向かうだろうと言

われており、私も米国でいろいろな議会の動きと政

権の動きをみてきて、分かりにくかった部分だが、

議会には歳出法というものと授権法がある。本当に

お金がつくためには最終的にはこの歳出という機会

を経ないと付かないという点は、知っておく必要が
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ある。あとは上院においては民主党と共和党が 50 対

50 という構造になっているので、予算決議を経るこ

とにより、共和党の票を獲得する交渉をしなくても

民主党として決めていくことができる。そういうと

ころで色々な駆け引きがあるという状況である。こ

れから議論されていくその法案であるが、直近で出

されたのは超党派の米インフラ法案である。主にこ

れは授権法なので支出もしくはプログラムを認める

というものだが、よくみると一部歳出を認めるよう

な条項も今の上院可決版にはある。これに対して今

後、予算決議を踏まえて議論され出されていくと思

われるものが、民主党主導のインフラ法案である。

この前に説明したのが先ほどの対中統一法案であ

る。これは主に授権法だが、上院では本年 6 月の初

頭、下院では個別のいろいろな法案が提案され一部

の下院を通過したものもあるので、パッケージ化さ

れて上下院で 1 つの法案になっている。これと並行

して動いているのが、日本でいうところの予算であ

る。2022 年度の歳出法案であるが、これは歳出法で

ある。毎年、国防授権法、セキュリティに関する案

件については、毎年授権法があるのでプログラムの

授権については、個々に押し込んで成立をさせると

いう動きもよくある。色々なロビーストの人たち

は、各法案の議論をしている議会の人のところに行

き、自分たちのプログラムが読めるような文言をし

っかり入れてほしいということについて、それぞれ

精力的にロビー活動をしており、その状況を目の当

たりにする。変な話だが、対中統一法案の上院で通

過したものの中には、宇宙計画の NASA の行う計画

の中で、通常の年次予算に入らなかった月に着陸す

るためのプラスαの予算も入っている。細かくみて

いくといろんな思惑として押し込まれているものが

ある。 
そういう意味で私が感じたのは、色々な人が自分

たちの施策を最終的に実現するために盛んにロビー

活動を行って積極的にアクションを起こしているこ

とである。ベースにあるものには大きな投資がされ

る。そのドライビングフォースとなっているのは、

中国をはじめとする他国との技術覇権をめぐる競争

に打ち勝たないといけないというところが大きな共

通点してあるというように言えるのではないかと感

じている。 
最後に日米関係について私の見解を述べさせてい

ただく。本年 4 月に行われた日米首脳会談の後の共

同記者会見の中で、日米の協力については極めて前

向きな発言があった。バイデン大統領からも半導体

をはじめとする重要セクターにおけるサプライチェ

ーンでの協力の増進、AI、ゲノム、量子コンピュー

タのような分野における共同研究といった幅広い分

野において協働して進めていくということがあり、

また、我々の競争的優位を維持し強化するような技

術に投資し、そのような技術を投資によって守って

いくというような発言があった。あるいは日米は共

に、イノベーションに大きな投資を行い、未来を見

ている投資国だという発言も、先ほど紹介したよう

なことを認識したものではないかと考えている。コ

アパートナーシップの追加文書の 1 つとしては、多

くの科学技術協力の強化を示唆する内容になってい

ると思う。これに対して我が国が今後どのように対

応していくべきかということについては、米国はと

にかく抜本的な科学技術予算の強化を打ち出そうと

して、政権も議会もそれぞれの立場で議論をしてい

る状況の中で特に基礎研究や実用化促進に重点が置

かれていると認識するならば、我が国としてこうい

ったことに対してどのような動きを取ることができ

るのか、これが大変重要になってくるのではない

か。特に新興分野において米国で感じたのは、官民

の連携というのが非常に当たり前のように行われて

いるということであり、この点からは、官民連携を

含む日米連携の強化というものが一つの大きなポイ

ントになるのではないか。最後に研究セキュリティ

面だが、米国で法制化されてしまうと、米国内の共

同研究者のみならず、国をこえた共同研究の参画者

に対しても同じような要求が求められてくる可能性

がゼロではないということを踏まえると、研究セキ

ュリティだけではないが、これをめぐる議論につい

ては議会と政権で少し違うので、そこの動きもしっ

かり留意していく必要があるのではないかと思う。 
アメリカの動きを科学参事官としてみて、議会と

政権の役割がしっかりと分かれているのことについ

て感銘を受けた。いかに政権がやりたいと言って

も、議会を説得して議会の提案としてお金もプログ

ラムもつけないと何もできないというところであ

る。そこがうまく立ち回れるかどうかということが

米国では非常に重要になってくる。お金をつけると

一言でいっても、コーポレーションとオーソリゼー

ションいうのは違う。この 2 つをうまく組み合わせ

ながら、実際にお金を作るプロセスは別の人が最後

はみている。こういう仕組みも日本とはかなり違

う。こういう動きにメディアの方々も非常に敏感

で、自分事と捉えたロビー活動といっても、自分た

ちのプログラムを書いてほしいなどというあからさ

まなものではない。自分たちでもプログラムが読め

るように文言調整を促す。本当にいろいろな側面で

議論されている。科学アカデミーなどの科学的提言

の力強さもあるが、米国の議論というのは、提案あ

りきの議論であると感じた。日本だと中で詰めた上

で、公表するときにはもう最終形に近い形で出てい

くことがほとんどであるが、米国の議論は、まず一

番初めに大きな提案が出て、どんどん角が崩れてい
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き議論を経るにしたがって丸くなる。先ほどの研究

セキュリティに関しても、提案に対して一喜一憂す

る人はアメリカにはあまりおらず、最終的にそれで

困る人や不自由や不具合を感じる人は議論をして、

原案が変わっていく前提で提案されている。よくみ

てみないと、上院で 1 回可決されたからといって、

それが最終的に法律化されるわけではないというこ

とが当たり前になっている。日本から来てみている

と、こんな方針が決まったのか思うことも多々あっ

た。最終的には、ある程度、落ちつくところに落ち

着くということがほぼ大半のケースである。そのよ

うな意味では自由闊達な議論ができているというよ

うにも言えると感じた。こういったいろいろな議論

ができるのも、それぞれのセクター間や政権の間を

同じ人がぐるぐる回れるような流動性が高いカルチ

ャーが大きく寄与している部分もあり、日本はこう

いう仕組みになっていないので、まったく真似する

ことはできないと思う。それぞれのセクターが何を

しているのかを理解するということが生産的な政策

形成という意味でも大変意味があると感じた。見聞

きしてきたことで特に最近の話を、ご紹介をした形

になるが、こうやってみても科学技術に関する要請

の認識の高まりはコンセンサスだと思う。それに対

して議会と政権がそれぞれの立場で抜本的な投資の

増強、特に基礎研究、情報発信、人材育成などにつ

いて取り組もうとしている中で、日本も大きなパー

トナーとして期待をされているということについて

は、ほぼ間違いがないのではないかと強く思う。 
ご静聴ありがとうございました。 

 
 
 
２．質疑応答 
 
Q:（司会） 

一番基礎的な部分として、一概には言えない部分

があるかもしれないが、昨年から今年にかけて政権

の交代があり、民主党と共和党は、上院と下院でも

スタンスが違うとは思うが、科学技術政策もしくは

その対中国のようなところの見方に関しての本質的

な主張の違いは端的にいうとどういったところにな

ってくるのか。 
 
A:（嶋崎 氏） 

その点は驚くほどに超党派であり、コンセンサス

があって政権が変わっただけで、議会は議会のまま

である。上院のほうがどちらかというと対中国を意

識した議論が 2 年前からずっとあり、下院は対中国

色が薄いということはあり、また、民主党と共和党

の間で共和党のほうがそういう思いが強いというの

ことはあるが、やはり事柄によるので、超党派での

議論になっているのではないかと感じている。 
 
 
Q:（司会） 
議会を通って予算がついていくことになると、科

学技術予算が非常に増えていくということになる

が、これは広い意味で言うと、こういった科学研究

費が多額になったときに研究の現場ではどのように

受け入れていくのか、受け入れる余地があるのか。

また関連として、米国の科学技術の現場において、

留学生またはポストドクターについて、特に中国出

身のポストドクターがいると思うがその関わり方は

どうか。 
 
A:（嶋崎 氏） 

１点目については、お金があればあるほどやれる

という提案を、そのプロジェクトを担当する大学と

かが一所懸命ファンディングエージェンシーにアピ

ールをするということが起こっている。ご指摘のと

おり、ファンディングエージェンシーから見るとお

金もらってプロジェクトをつなげても、提案がなけ

ればやりようがないという不安は常にあるので、自

分たちがプログラムを作るときに受け手になるよう

な提案があるかどうかということからの意見交換を

常日頃から行っており、予算実行可能だというアピ

ールのようなことが盛んに行われている。出てきて

いる数字は議会が決める数字なので、エージェンシ

ーの方ではそれを見ながら受入可能な準備をやって

いると思う。 
２点目の留学生については、経緯もあるので一言

では言えないが、前政権のときには、中国とか特定

の国からの留学生に対する非常に厳しいビザ審査な

ど厳しい姿勢をみせる場面もあったが、政権として

は NSF が昨年出したジェイソンレポートである。ア

メリカの価値というのは移民の国であるということ

である。外から人が来ることによって支えられてい

る。研究開発についても才能がある人たちを受け入

れていくこと自体は不文律としてアメリカの研究の

世界にはあるので、そういう方針を政権の中で議論

するときには無視できないという主張が強固にある

一方で、特定の国からの留学生ビザなどを厳しくす

るのは前政権のときには当初の意見の方が強かった

が、そういったビザに関する前政権の政策というの

はバイデン政権になってからは一回キャンセルにな

った。今はモデレートな中身になっている。今回の

対中国ということも、中国を排除するという色はな

くなっている。特定の千人計画がなぜいけないのか

というと、千人計画における具体的な計画で自分た

ちからお金をもらったことを公表しないということ
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の一方で、成果が出たときには自分たちの成果とし

て扱うというディスクローズを禁ずるような契約内

容が明示的にある。これが黒塗りで 2 年前にも上院

で大々的に発表され、このようなことは米国の価値

を棄損するものだろうということで、タレントリク

ルーティングプログラムというものについてはよく

ないということになっている。特に特別な条項を入

れたり、他の国が何で入っているのかはわからない

が明示的に出ていたりするが、留学生を排除すると

いう議論は今のところなされていない。 
 
 
Q:（司会） 
研究現場の受け止め方ということについて、米国

のアカデミーとか研究現場は予算がつくまで反応は

確定しないと思うが、予算が増えれば彼らとしても

基本的には好意的と考えていいか。 
 
A:（嶋崎 氏） 

おそらく、そこは日本と全く状況が違う。逆にこ

の科学アカデミーからのロビー活動があって、法案

化されているものが多いというのが印象だ。先ほど

の RISE Act というのは、もともとこの RISE Act に
よりコロナの影響を緩和するために、大学とか研究

機関の機能回復にお金をつけるということでアカデ

ミアはロビー活動をして法案の提案を議員にしても

らっていた。対中国のパッケージに入るというとき

に RISE Act も中に入れてくれということについて

は、相当な熱意と思いをもってロビー活動をした結

果、入ってきている。予算を決めるのは議員だが、

議員はなんのエビデンスもなくディマンドも確認せ

ずに決めるわけではないので、やれるのか、やりた

いのか、何が足りないのかということについて決ま

る前からアカデミアにどんどん打ち込んでいる。単

に我田引水の話をするだけではなく、いろんな提言

を NSF でまとめたりして、それを議員に持っていく

ときもある。個別に必要なものがあるのであればし

っかりと声をあげていく。それがパブリックになる

のか、ロビー活動をやるのかというのはあるが、待

ちの姿勢というのは、もちろん分野によるが、あま

り感じられないというのが、大きな日米間の違いで

はないか。 
 
 
Q:（司会） 

ARPA-H,ARPA-C などのミッション取り分的な

PEO の権限が強いようなところが今回創設されてい

るが、これはやはり過去の DARPA とか ARPA-E の

実績が評価されて盛り込まれているのか。 
 

A:（嶋崎 氏） 
そのように思う。基本的には今回もそういうネー

ミングにするのだと思ったが、ARPA-H にしても、

ARPA-C にしても基礎研究にお金をつける際に議会

でよくあった議論として、天文学的な数字を提案す

るはいいが、そんなにお金がいるのか、特に赤字を

出しながら、本当にそのような大きな予算でいいの

かということについては、いろいろな意見がある中

で、その成果をしっかり見据えてそこに対してスト

ラティジックなプロジェクトマネジメントをしてい

くという方式が、いわゆる普通の基礎研究に対する

ファンディングの中にはないというのが多分米国の

通常の理解である。現場も多分そう思っている。ど

んどん NSF にお金をつけるというは、日本での科研

費みたいなところにお金をつけるという感じであ

る。それに対してそういったファンディングだけで

はなく、目的にあるものにお金を増やしていくとい

うことを説得材料としているログラムマネジメント

方式というのは、PI も PM も強い権限を持って、プ

ログラムを止めたり中止したりできるようなところ

を今の政権が特に重視をしているだろうなと思う。

今後どうなっていくのか、制度設計をし、実際にお

金がついて、どう動くのかをみていかないといけな

い。 
 
 
Q:（司会） 
今回の予算案が可決されていくと、先ほど研究セ

キュリティの話があったが、中国を含めたアジア太

平洋その他の国へのいろいろな影響や摩擦が起こる

みたいな部分は何か考えられるか。 
 
A:（嶋崎 氏） 

先ほどの 4 カ国が名指しをされたまま、大統領が署

名をするとなった場合には、何かフリクションがある

かもしれないと思うが、全体を通して米国の中でみる

と、国内のインフラを整備していこうとか、国内の基

盤を強化していこうということが全面的謳われてい

る。これを持って他の国を規制していくということは

一義的にはないと思う。競争でやると言っている以上

は、負けないぞという意見が出てくることになる。何

か責めるということについては、先ほどの中国の千人

計画のようなことを責めるというのは具体的にはある

が、法案の建付けとしてはないが個人の言い方次第の

ところがある。かなり激しい意見を議員個人としては

言っているので、中国に対しては政権も厳しい意見が

あり、法案の予算の中身をいうより、対中国に対する

様々な思いが噴出することによって、フリクションが

さらに強まっていくということのほうがあるのではな

いかと感じている。 
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Q:（司会） 

バイデン政権は同士国との連携を重視していくと

のことだが、日米の具体的な連携ということで、日

本の大学や日本の政府とは、さらにどのように動い

ていくとよいと感じているか。 
 
A:（嶋崎 氏） 

在米大で科学参事官をしていたときに、ホワイト

ハウスの方々と議論をしていたときの話だが、具体

的に量子、AI をやろうと個別のプロジェクトの議論

をしても単発で終わってしまうということがあの

で、新興分野と言われるように、これから長い時間

をかけてどのように技術覇権をとっていくのかとい

う息の長いレースをフルスピードでやらなければい

けないということだと思う。そういう意味では、2
つのやり方があると思っており、１つは人材交流で

ある。それぞれ大学で訓練を受けているような若い

世代の研究室間の交流など、お互いをそれぞれ知る

意味では人材育成・人材交流が有効だと思う。もう

１つは、アメリカはそれぞれの拠点を作って力を入

れて個別に技術を推進させようとする枠組みがあ

る。こういった取り組みは日本でも同じような拠点

型の取り組みをやっているので、日米の拠点間の意

見交換や交流の中で、もし何か出てくれば共同プロ

グラムによる協力をやっていく。お互いに相手が何

をしているのか、何をやろうとしているのか、誰が

やるのかを常に肌で感じられるような拠点間交流を

やるというところから、アイデアや協力が生まれて

いくということもある。ここがやっているようでで

きていない部分であり、大学、国の機関だけではな

く、その中に民間も入れて、そういうところのコミ

ュニケーションネットワークみたいなものが日本と

して拠点を通じて学んでいけるようなことが考えら

れる。そういった拠点間協力と人材育成協力のこの

2 つがどの分野においても有効ではないかと考えて

いた。 
 
 
（司会） 
 ありがとうございました。ではこのあたりで終了

とさせていただきます。 
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2.講演資料 
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